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１．核融合研究開発の全体像
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核融合研究開発の意義

魅力ある非化石エネルギー源の開発を進めて魅力ある非化石エネルギー源の開発を進めて
おくことは将来における人類の選択肢を広げおくことは将来における人類の選択肢を広げ
ておくために、現世代の我々がなすべき責務ておくために、現世代の我々がなすべき責務

核融合のエネルギー源としての特徴

◆資源量・供給安定性

◆環境適合性

◆安全性

◆核拡散抵抗性

◆放射性廃棄物の処理・処分

「今後の核融合研究開発の推進方策について」（平成17年10月原子力委員会核融合専門部会）より
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炉心プラズマ:
JT-60等

ITER計画

テストブランケット
モジュール

IFMIF

中性子重照射試験

核融合燃焼

IFERC

IFMIF-EVEDA JT−６０SA

幅広いアプローチ

ITER・原型炉の先進・補完研究

原型炉

核融合炉の技術的
成立性実証

開発段階完了

核融合エネルギー実現への道
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第 二 段 階 第 三 段 階 第 四 段 階

JT-60

原型炉

実
用
化

開
発
研
究

学
術
研
究

実用化段階

炉工学の基礎研究（先進材料・ブランケット・先進炉設計研究、等）

核融合学

核融合プラズマ科学の基礎研究
（中小規模のプラズマ装置、理論）

LHD（ヘリカル）

FIREX（レーザー）

開発研究としての展開

ITER

ITER物理R＆D
炉心改良

ITER工学R＆D

炉工学開発

ブランケット基盤技術⇒ITERテストブランケット試験⇒DEMOブランケット

JT-60 ⇒ サテライトトカマク／トカマク国内重点化装置

IFMIF CDA/KEP⇒IFMIF EVEDA⇒ IFMIF CODA 

炉システム⇒DEMO概念設計R＆D⇒ 工学設計R＆D

理論 ⇒ 計算機ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ、遠隔実験

幅広いアプローチ

核融合開発の全体像

科学的実現性 科学的、技術的実現性 技術的実証・経済的実現性
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核融合研究開発の分担

原子力委員会は、第4段階への移行等の基本方針の改定や、文部科学省等におい

て実施されたチェック・アンド・レビューの確認等、核融合研究開発に関する基本方
針の調査審議の実施

原子力委員会の基本方針に基づき、核融合研究開発に関する政策・施策の企画・
実施等を行うとともに、科学技術・学術審議会等において核融合研究開発のチェッ
ク・アンド・レビューを実施

原子力委員会原子力委員会

文部科学省文部科学省

日本原子力研究開発機構日本原子力研究開発機構

トカマク方式による開発研究の中
核的機関として、ITER計画に積極

的に協力すると共に国内における
トカマク方式の炉心プラズマ・炉工
学・理論・シミュレーション、原型炉
の概念設計・要素技術開発を大学
等、産業界との連携のもとに推進
する等の中核的機関としての役割
を果たす。

ＬＨＤを用いた学術研究、
理論・シミュレーション研
究、レーザー研究との連
携等の役割を果たすこと
が期待される。

核融合科学研究所核融合科学研究所

核融合理工学の学術研究基盤
の強化と学生教育を行い核融
合研究開発に寄与することが
期待される。大学等において行
われる幅広い核融合炉システ
ムの評価の中で原型炉の概念
設計への貢献が期待される。

大学等大学等
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我が国の核融合研究開発は、日本原子力研究開発機構、核融合科学

研究所、大学等の連携・協力により研究開発を実施。特に、トカマク、

ヘリカル、レーザーについては世界でも有数の装置を有し、世界をリー

ドする成果を輩出。

大型トカマク装置 大型ヘリカル装置 レーザー核融合実験装置

ＪＴ－６０（日本原子力研究開発機構） ＬＨＤ（核融合科学研究所） GEKKO-ⅩⅡ（大阪大学）

国内重点化装置
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臨界プラズマ試験装置JT-60

★等価核融合エネ

ルギー増倍率

1.25（世界記録）

★5.2億度（世界

記録、ギネス

ブック登録）右図

★世界最高の核融合三重積を実現

★高圧力・高閉じ込めプラズマを28

秒間維持（世界最長）

★高効率定常運転法の確立

★内部輸送障壁、電流ホールの発見

大型ヘリカル装置ＬＨＤ

★入力エネルギー値 1.6億ジュー
ル、入力パワー約500kwで54分28
秒の放電を達成(世界記録）
★ベータ値 4.8％（世界記録）
★1.5億度
★能動的な

周辺プラ
ズマの制
御に成功
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LHD

ITER

ATF（米）
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レーザー核融合実験装置

★１億度とレーザー核融合中性
子10兆個 (世界記録)

★固体密度の600倍(600g/cc)の
圧縮密度を達成 (世界記録)

★先進レーザー核融合方式であ
る高速点火を発案。世界最
高出力のペタワットレー
ザーによりプラズマ追加熱
を初めて実証

★高速点火原理実証 FIREX I期
計画を実施中
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日本原子力研究開発機構の炉心プラズマ研究

臨界プラズマ試験装置JT-60
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国際装置間比較実験
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ITER工学R＆D
負ｲｵﾝﾋﾞｰﾑ ｼﾞｬｲﾗﾄﾛﾝ

プラズマ加熱装置

増殖・増倍材料

核融合中性子
トリチウム

日本原子力研究開発機構の核融合炉工学研究

250mm

1500mm

ブランケット

1.5m

構造材料中性子照射

ブランケット遠隔保守装置

真空容器セクター 中心ソレノイドモデルコイル
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２．評価の実績
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○今後の我が国の核融合研究の在り方について（平成１５年１月：科学技術･学術審議会学術分科会核融合研究ＷＧ）

・我が国の核融合研究全般にわたり、今後を見据えて、学術的評価に基づき、核融合研究の在り方の方向性について取りまとめ。

（１）核融合研究計画の重点化：トカマク（ＪＴ－６０）、ヘリカル（ＬＨＤ）、レーザー（激光ⅩⅡ号、レーザー核融合）、炉工学

（２）共同利用･共同研究の強化

（３）重点化後の人材育成の在り方

トカマク
（ＪＴ－６０）

ヘリカル
（ＬＨＤ）

レーザー
（激光ⅩⅡ号、
レーザー核融合）

炉工学

各重点化課題は着実に推進されており、さらに留意事項への対応が望まれる。
引き続き、重点化課題を中核とした一層強力な連携体制の構築に向けて取り組むことが重要。

研究成果は着実に進展し、大学共同利用機関としての共同利用・共同研究の役割がより強化されて
おり、実験データをオープンに利用できる体制の構築等、重点化後の成果は期待通りあがっていると評
価できる。
今後の課題として、学術分野での重要ターゲットの解明に向けた一層の努力が望まれる。

高速点火に大きな成果があり、パワーフォトニクスをベースとした特徴的な貢献や、共同利用・共同研究
の強化の面で、重点化後、十分な成果をあげつつあり評価できる。
今後はオールジャパンの課題や体制の構築に向けた一層の取り組みが望まれる。
次段階へ進むためには、FIREX-Ⅰにおける原理実証に加えて、炉システムの実現性を示す炉工学研究

の展開が必要である。

研究成果は着実に進展しており、重点化後、大学等との共同研究が推進され、人材育成等の成果も
あがっており、十分に評価できる。
今後は、大学や核融合研との連携が一層システム化され、オープンな連携強化への展開が望まれる。
大学の学術的な共同研究や国際企画が活かされるよう運転時間を増強することが望ましい。

（原子力機構）着実に進展している。オールジャパンの視点から核融合研、大学等との役割分担を明確
にした一層強力な連携体制の構築が望まれる。
（核融合研）特徴のある成果やオープンな共同研究が推進されている。
大学や原子力機構との役割分担を明確にした一層強力な連携体制の構築が望まれる。

核融合研究作業部会に「重点化に関するタスクフォース」を設置し、
評価・検討を行うなどしてチェック・アンド・レビューを実施

チ
ェ
ッ
ク
・
ア
ン
ド
・
レ
ビ
ュ
ー
実
施
結
果

評価の実績 核融合研究の重点化に関するチェック・アンド・レビュー実施計画
（平成18年7-8月科学技術・学術審議会研究計画評価分科会核融合研究作業部会）
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評価の実績
＜これまでの成果＞

・ITER協定の署名

・暫定ITER理事会の東京開催：今後の建設計画、プロジェクト推進体制等の方向性について決定

・ITER機構への人員派遣：ITER機構における計画や工程の決定を支えるポストに配置

：設計等合技術や計画管理のノウハウ等の我が国への蓄積が期待される

・他のITER参加極を上回る成果：

－超伝導コイルの製作に必要な超伝導導体圧縮成形装置の試作に参加極内で唯一成功

－高周波加熱装置に用いる機器（ジャイロトロン）でITERの仕様を大きく上回る運転成果を実証

－加速器開発で高エネルギービームの大電流加速の世界記録を達成

・幅広いアプローチ（BA）の協定発効／実施機関として日本原子力研究開発機構の指定

・第１回BA運営委員会の東京開催：各プロジェクトの事業長（３名）を指名

・BAの３つの事業について、開発準備等が進展

・ITER・BA技術推進委員会を通して大学、研究機関、産業界意見の集約を図られる枠組みが構築

＜評価結果＞

(1)全体評価：ITER計画については、本格的な建設活動に向けた準備活動が順調に進展。

今後は、大学、産業界を含めた全日本的な連携の中でプロジェクトを推進すべき

(2)個別評価：日本の技術レベルは高い。人材育成については、ITER及びBAを通じ、JAEAと学術

界との連携を強化しつつ取り組むことが重要。国際的視点からは、我が国の技術的

優位性を念頭に置きつつ、ITER・BAを推進する必要

ITER計画（建設段階）の推進の中間評価結果
(平成19年８月科学技術･学術審議会研究計画･評価分科会原子力分野の研究開発に関する委員会)
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評価の実績

・本事業は重要
・長期間にわたるプロジェクトであり、我が国独自のロードマップを作成し、知的財産等に

も留意しながら引き続き、日本が主体性を発揮しリーダーシップをとることを念頭にお
きながら、着実に実施すべき。

・JT-60の位置付けと役割を明確にする必要がある。
・材料、計測等の原子力他の分野と成果を共有することを念頭において進めることが必要

平成20年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定に
ついて（平成19年10月総合科学技術会議）

・優先順位 A
・国際的責任分担を果たす観点から、ITER建設活動への参加とBAを着実に実施すべき。
・BAの成果がITER計画に反映されるよう、連携をとって推進すべき
・核融合エネルギーの国際プロジェクトで日本が中心的な役割を果たせるように進め
るべき

評価の実績
平成19年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定に
ついて（平成18年10月総合科学技術会議）
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評価の実績

核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発

＜評価＞ A
＜実績＞

○ 年度計画に基づき、ITER建設の共同実施や幅広いアプローチのプロジェクトの具体化に向け

た支援を実施している。また、炉心プラズマ及び核融合工学の研究開発では、高い規格化ベー
タ値のプラズマの維持時間の伸長や増殖ブランケットの性能試験計画書の取りまとめ等の成
果が得られている。

○ 核融合フォーラム活動を通して、ITER計画及び幅広いアプローチ活動について、大学・研究機

関・産業界の意見や知識の集約が図られている。

○ ITER活動において日本が国際分担した作業を着実に実施しているほか、韓国が調達分担する

機器についても技術協力・指導を実施し、韓国の装置技術開発に貢献するなど、国際協力にお
いて十分な貢献が行われている。

○ 技術フェアへの出展等による核融合工学技術の移転活動を積極的に推進し、真空計測技術を
移転した企業への技術指導を進めて放出ガス測定装置を製品化したほか、高性能Nb3Sn超伝

導素線の量産に目処を付けるなど、我が国の技術基盤の向上に貢献している。

＜留意事項＞

ITER計画や幅広いアプローチの実施に当たり、大学、研究機関・産業界の意見や知識の集約

に向けて、更なる努力が望まれる。ＩＴＥＲ計画や幅広いアプローチの開始後には、我が国が分
担する装置機器の製作や施設の整備等の責務をしっかりと果たすとともに、我が国の研究者
がこれらの活動に円滑に参加できるような態勢の構築に主体的に取り組むことが期待される。

独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成17年度に係る業務の実績に

関する評価（文部科学省 独立行政法人評価委員会科学技術・学術分科会 ）
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評価の実績

核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発

＜評価＞ S
＜実績＞

○ 定常高ベータ化計画を大きく進展させる発見や遠隔地からの核融合実験、増殖ブランケット第
一壁政策手法妥当性の確認等炉心プラズマ及び核融合工学の成果が得られている。特に、ＩＴ
ＥＲ暫定機構への人員派遣、国内意見の集約、ＩＴＥＲ調達準備やＢＡサイト準備推進等の活動
が結実し、核融合研究開発計画の国際的な前進につながった。

○ 核融合フォーラム活動を通して、ITER計画及び幅広いアプローチ活動について、大学・研究機

関・産業界の意見や知識の集約が図られ、国際的な会合の議論に反映させている。

○ ITER計画では、国際分担作業の着実な実施、人材派遣等の貢献をしている。また、機構内の

体制を整備し、ＩＴＥＲ調達準備やＢＡサイト準備の国際協力活動が組織的に進められている。

○ 大学、研究機関、産業界との連携のあり方等について核融合フォーラムの発展的改組の検討
を支援し、国の体制整備に貢献している。

○ プラズマ加熱技術、超伝導導体圧縮成型技術、第一壁製作技術等、世界を先導する技術開発
成果を上げている。

＜留意事項＞

○ 今後ＩＴＥＲ計画を進めるに当たり、JT-60による研究成果が大きな役割を果たすことが期待でき

る。さらに、工学研究等の分野においても世界を先導する成果とイニシアティブの確保を期待す
る。

独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成18年度に

係る業務の実績に関する評価（抜粋）

独立行政法人日本原子力研究開発機構の平成18年度に係る業務の実績に

関する評価（文部科学省 独立行政法人評価委員会科学技術・学術分科会 ）
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３．核融合関係予算
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平成２０年度核融合関係予算案について

・JT60を用いた炉心プラズマの性能改善に関する研究、炉心工学研究開
発及びプラズマ物理研究、那珂核融合研究所の施設等運転管理等に必要
な経費。

2,830,4803,665,303
Ⅳ．独立行政法人日本原子力研
究開発機構施設整備費補助金
（核融合研究開発費）

・大型ヘリカル装置による研究を実施するための経費
6,109,3006,109,300

Ⅴ．核融合科学研究所
特別教育研究経費

19,265,77015,196,596合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ)

・ＢＡ施設の整備に必要な経費。

4,341,489 2,086,347 
Ⅲ．日本原子力研究開発機構

施設整備費補助金
（ＩＴＥＲ関連施設整備費）

・幅広いアプローチ活動について、日欧の技術調整活動、試験研究及び
大学、産業界等との連携協力等を行うための経費。

1,283,907 485,157 ７．幅広いアプローチ活動費

・我が国が調達を分担する物納機器の製作に必要な経費2,401,182740,764 ６．トカマク本体建設費

・我が国が調達を分担する物納機器について、必要な試作試験を実施す
るための経費

423,700 1,213,739 ５．調達準備試作試験費

・我が国が調達を分担する物納機器について発注仕様書の作成等を行う
ための経費

137,288 137,288 ４．ＩＴＥＲ建設基礎設計活動費

(日本の物納機器の安全･品質管理に必要な基準等を整備する経費)0 45,688 ３. ＩＴＥＲ安全予備検討費

・ＩＴＥＲ協定に基づく「国内機関」としての活動経費（技術会合への
参加、核融合エネルギーフォーラム開催等）211,117 211,117 

２．ＩＴＥＲ国内機関活動費

・カダラッシュにおいてＩＴＥＲ機構との機器調達に関する調整等を行
う人員の派遣やＩＴＥＲ理事会開催・参加等のための経費

153,398 238,129 １．ＩＴＥＲ建設活動推進費

4,610,592
3,071,882 

Ⅱ．国際熱核融合実験炉研究開発
費補助金

・ＩＴＥＲの建設・運転主体となる国際機関（ＩＴＥＲ機構）の運営に
必要な経費の分担金（日本の負担分は全体の約9.1%）1,373,909263,764

Ⅰ．イーター国際核融合エネル
ギー機構分担金等（内局予算）

概要（平成20年度）
平成20年度

予算案
平成１９年

度予算
事 項

（千円）
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４．ITER計画の現状
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○参加極：日、ＥＵ、米、露、中、韓、印

○建設地：フランス・カダラッシュ

○核融合熱出力：５０万ＫＷ（発電実証はしない）

○総経費：113億ﾕｰﾛ（１ﾕｰﾛ=151円として計算し

た場合、約1.7兆円) を参加極で分担

○日本の分担割合：

建設期：9.1％（約540億円、

主として物納）

運転期：13％（約60億円／年）

○計画（予定）：

２００６年度 建設開始（１０年間）

２０１６年度 運転開始（２０年間）

○実施極：日本、ＥＵ
○実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市
○総経費：９２０億円を日・ＥＵで半分ずつ負担
○計画：ＩＴＥＲ建設と概ね合致する期間、以下の

プロジェクトを実施

ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画

○ 核融合エネルギーには、豊富な燃料資源、固有の安全性、高い環境適合性、等の優れた利点

○ ＩＴＥＲ計画は、実験炉の建設・運転を通じて、核融合エネルギーの科学的・技術的実現可能

性を実証する国際協力プロジェクト

○ ＩＴＥＲ機構長には、日本から推薦した池田要氏（前駐クロアチア特命全権大使）

○ 核融合エネルギーの早期実現に向け、ＩＴＥＲと並行して補完的に取り組む幅広いアプローチ

を、日・ＥＵの国際協力により実施

①国際核融合エネルギー研究センター
・原型炉設計・研究開発調整センター
・ＩＴＥＲ遠隔実験研究センター
・核融合計算センター

②国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

③サテライト・トカマク（予備実験等の実施によるITER支援）
※トカマク（tokamak）とは、核融合炉に高温高密度プラズマを閉じ込

める磁場を作る方式の一つであり、ロシア語起源の名称。

※ＩＴＥＲ：ラテン語で「（遠くへ続く）道」を意味する。

幅広いアプローチＩＴＥＲ
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ＩＴＥＲ機構設立のための協定及び関連文書の主な内容

・ＩＴＥＲ事業計画の承認、ＩＴＥＲ幹部職員の任命、各種規則の決定等。我が国でも随時開催。

理事会の開催（年２回）

ＩＴＥＲ機構上部組織

・ＩＴＥＲ機構長・・・・・ＩＴＥＲ機構の代表者。機構職員を選定・監督。任期５年（再任１回のみ）

・首席副機構長、副機構長・・・・・各分野について、ＩＴＥＲ機構長をサポート

建設期（10年間）

○費用分担

欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ

45.5%  9.1％ 9.1%   9.1%   9.1%   9.1%   9.1%
※今後、経費増額の場合、理事会の決定に基づき、当初の貢

献規模（欧州50％、その他10％）相当額を上限として費用を
分担する。

○調達分担
欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ
４ ： ２ ： １ ： １ ： １ ： １ ： １

加入・脱退 ・協定発効後１０年間は脱退不可。１０年目以降、脱退を希望する場合には、相応の
コスト（廃止措置コスト等）を負担。

・理事会の全会一致で新規加入可。

※日本の分担分は欧州からの割譲分を含む。

運転期（20年間）

○費用分担

欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ

34%   13％ 13%     10%    10%    10%   10% 

○実験計画決定等のための投票加重率
欧州 日本 米国 韓国 中国 ﾛｼｱ ｲﾝﾄﾞ
30 ： 15 ： 15 ： 10 ： 10  ： 10 ： 10

○職員枠 ： 費用分担割合に準じる○職員枠 ： 調達分担割合に準じる
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ＩＴＥＲ機構設立のための協定及び関連文書の主な内容

・ ＩＴＥＲ機構及び加盟極が、本協定に基づい
て受領又は創出した資材、機器又は技術は、
平和的目的のためにのみ使用する旨規定。

・ ＩＴＥＲ機構及び加盟極が、本協定に基づい
て受領又は創出した資材、機器、技術は、
非平和的目的のために第三者に移転され

てはならない旨規定。

平和利用、核不拡散

ホスト極のサイト支援

ホスト極は、ＩＴＥＲ機構の活動に必要なインフラ
を提供。

・ＩＴＥＲ施設の土地を無償で提供
・ＩＴＥＲ機器の搬入に必要な場合には道路
を改修
・ＩＴＥＲ機構職員の子弟の教育のため、国
際学校を設立し、大学入学前までの教育
を提供
等

特権・免除

・ＩＴＥＲ機構の建物・文書の不可侵、職員への訴
追の免除等を付与。

・ただし、機構長及び職員は、原子力安全、公衆
衛生等の国内法令を遵守する義務を負う。

・その他の特権・免除についても、他の国際協定
の例を参考に、ＩＴＥＲ計画実施に必要なものを
確保。

ＩＴＥＲ機構及び各極の知的財産権の取扱につい
て規定。

・ＩＴＥＲ機構及び各極は、ＩＴＥＲ協定の実施を
通じて創出した知的財産を、無償でＩＴＥＲ機
構及び他極に与える。

・商業的機密を除く知的財産権がＩＴＥＲに供
給する品目に編入されている場合、理事会
が必要と認めたときは、締約極は、ＩＴＥＲ機
構及び他極に対し、当該知的財産権を無
償で与える。
等

知的財産
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ITER計画全体スケジュール

各極における機器製作

0(年目) 2 7 9 10 20 30               
35

除染

運転

試験

トカマク装置組立

トカマク建屋の建設

ITER機構発足

建設開始

ファースト

プラズマ 運転終了
ホスト極へ

の引渡し

外装許認可
手続き 内装

第１期 第２期

建設期 運転期 除染期
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計測制御・加熱担当DDG（印）プラント担当DDG(韓）トカマク担当DDG（米）

ITER理事会

科学技術諮問委員会運営諮問委員会

機構長オフィス（日）
機構長（日）

首席DDG(EU)

事業オフィス（日）

安全担当DDG(EU)

管理担当DDG（中）

土木・サイト担当

科学技術担当DDG(露)

フィールドチーム

国内機関

ＩＴＥＲ機構の運営体制

トカマク部（２）
うちヘッド（１）

主要技術・プラント部（２）
制御・IT・加熱・計測部（１）

財務部（１）

安全・保安部（１）

核融合科学・物理部（３）

プロジェクトオフィス（３）
うちヘッド（１）

2008年1月現在

建設・土木部（１）
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現在、2008年ベースライン文書完成に並行して国内評価を実施

End of 2007
PS文書の暫定的承認（※）

（第1回ITER理事会）

Spring 2008 Summer 2008
2008年6月17-18日

(第2回ITER理事会における承認）

（※）ベースライン文書すべてが揃い、初めて承認されるべきとSTAC及びMACからの勧告をから、Project Specifications
は暫定的に承認された。ベースライン文書の完成は2008年6月を見込まれる。
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５．ITER計画への国内機関の取組
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文部科学省
国内機関の理事長
（JAEAの理事長）

理事会

核融合研究開発部門
部門長

国内機関の長(常松俊秀）

その他の事業

国内機関
リーダー（芳野隆治）

リーダー代理（森 雅博）

調達管理
工程管理
品質保証、規格基準
 CAD管理

計画管理
（小泉興一）

 トロイダルコイル
 CS コイル導体

超伝導磁石技術
（奥野 清）

 ECH(坂本慶司）
 NBI(井上多加志）

プラズマ加熱技術＊

ダイバータターゲット

第一壁

TBMも担当

ダイバータ技術
（秋葉真人）

人的貢献
国内協力・調整

国際協力調整
（森 雅博）

 ブランケット遠隔保守

遠隔保守技術＊

（柴沼 清）

周辺トムソン
偏光計
ダイバータ不純物

他

計測＊

（草間義紀）

＊
雰囲気浄化系

トリチウム技術
（山西敏彦）

＊研究開発、品質管理試験のための
研究室を持つ

注:
原子力機構の運営管理部門は、国内機関の
管理の下でITER調達に必要な業務を行う。

日本原子力研究開発機構
(JAEA)

国内機関の構成

2007年9月
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ITER計画において我が国が分担する装置・機器

ダイバータ
核融合で発生するヘリウムや
不純物粒子を排出する装置

超伝導コイル
高温のプラズマを閉じ込めるための
磁場を発生する機器ブランケット遠隔保守機器

ブランットの保守・交換作業
を行う遠隔操作機器

高周波加熱装置
電子レンジの原理で電磁波でプラズマを
加熱する装置

計測装置
プラズマ中のイオンと電子の密度や温度、

不純物、中性子等の分布を測定する機器

ポートプラグ

計測装置をポートに導入するた
めの中性子遮蔽体を兼ねた構造
体

レーザー

ミラー

ブランケット
核融合で発生する
中性子を遮蔽し、
熱を取り出す機器

中心ソレノイドコイル

中性粒子入射加熱装置
高エネルギーの中性粒子をプラズマに入射させて
プラズマを加熱する装置
うち高電圧機器の一部を、日本が調達

プラズマの立ち上げ、燃焼、立ち下げの制御に必要な
磁束を発生する超伝導コイル

トリチウムプラント設備
燃料であるトリチウムの分離回収、精製、処理
及びプラズマへの再注入を行うための設備

マニピュ レータ ビーク ル

レール

ブラ ンケッ ト  

モジュ ール

真空容器
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カダラッシュサイトへの人の派遣

カダラッシュサイトへの人材派遣
●ITER機構職員採用
●Visiting Researcher（VR）としての派遣
●ITER機構の業務受託

平成20年1月現在の状況
ITER機構職員；１４名
VR；３名
ITER機構からの業務受託による参画；０件（1件（1名の派遣）調整中）
（参考；ITER機構 専門職員159名、支援職員43名 11月30日現在）

更に一層のITER機構職員の採用、業務受託等による派遣を目指す。
●JAEAのホームページにおけるITER機構職員（専門職員）応募、ITER機構業務委

託情報の提供（http://www.naka.jaea.go.jp/ITER/index.html）
●企業説明会等における情報提供、意見交換
●その他、広報による周知（ポスターの作成・提供）

30



• JAEAのHP（ITER計画）
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６．核融合フォーラム
ITER・BA技術推進委員会
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核融合エネルギーフォーラム

《核融合エネルギーフォーラム》
核融合エネルギーフォーラムではITER計画と幅広いアプロー
チに関し、研究推進の母体としての提案等、関連する情報の
頒布、研究活動に関する国内意見の集約・調整、国内連携協
力の調整等を行う。

特に、研究活動に関する意見の集約・調整を図り、国や国内
機関・実施機関に対して意見具申するための協議、産業界と
の連携協力及びその他技術的な諸課題への対応を行うため
の組織として、「ITER・BA技術推進委員会」をエネルギー
フォーラムの中に設置することが適切である。

「ITER計画・幅広いアプローチをはじめとする我が国の核融合研
究の推進について」（平成19年6月27日 科学技術・学術審議
会 研究計画・評価分科会 原子力分野の研究開発に関する
委員会 核融合作業部会）より
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核融合エネルギーフォーラムの構成
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核融合エネルギーフォーラム運営会議

（平成19年10月18日現在）

議長 佐藤 文隆 京都大学名誉教授、湯川記念財団理事長委
幹事 香山 晃 京都大学エネルギー理工学研究所所長 （調整委員会委員長）
委員 石塚 昶雄 日本原子力産業協会常務理事
委員 竹内 啓 東京大学名誉教授、内閣府統計委員会委員長
委員 立花 隆 評論家・ジャーナリスト
委員 田中 知 東京大学大学院教授
委員 中島 尚正 産業技術総合研究所理事
委員 藤原 正巳 核融合科学研究所前所長
委員 松尾 泰樹 文部科学省研究開発局研究開発戦略官
委員 松田慎三郎 日本原子力研究開発機構執行役、プラズマ・核融合学会会長
委員 本島 修 自然科学研究機構理事（副機構長）核融合科学研究所所長
委員 吉田 直亮 九州大学応用力学研究所教授（ITER・BA技術推進委員会委員

長）

35



核融合エネルギーフォーラム
ITER・BA技術推進委員会

（平成19年10月18日）
委員長 吉田 直亮 九州大学応用力学研究所教授
委員 小川 雄一 東京大学高温プラズマ研究センター長
委員 加藤 敬 日本原子力産業協会ITER・BA対応検討会副主査
委員 金子 修 核融合科学研究所 大型ヘリカル研究部粒子加熱プラズマ研究系 研究主幹
委員 香山 晃 京都大学エネルギー理工学研究所長
委員 近藤 光昇 日本原子力産業協会ITER・BA対応検討会主査
委員 笹尾真実子 東北大学大学院教授
委員 佐藤浩之助九州大学応用力学研究所附属高温プラズマ力学研究センター長
委員 清水昭比古 九州大学大学院教授
委員 関 昌弘 高度情報科学技術開発機構理事長
委員 高瀬 雄一 東京大学大学院教授
委員 高村 秀一 愛知工業大学教授
委員 田中 知 東京大学大学院教授
委員 常松 俊秀 日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門長
委員 日野 友明 北海道大学大学院教授
委員 堀池 寛 大阪大学大学院教授
委員 松田慎三郎 日本原子力研究開発機構執行役（参与から委員へ変更）
参与 伊藤 公孝 核融合科学研究所教授
参与 四竈 樹男 東北大学金属材料研究所量子エネルギー材料科学国際研究センター長
参与 小西 哲之 京都大学エネルギー理工学研究所教授
参与 高津 英幸 日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門核融合エネルギー工学研究開発ユニット長
参与 長 照二 筑波大プラズマ研究センター長
参与 中島 徳嘉 核融合科学研究所教授
参与 二宮 博正 日本原子力研究開発機構核融合研究開発部門副部門長、研究開発推進室長
参与 福山 淳 京都大学大学院教授
参与 三木 清香 文部科学省研究開発局研究開発戦略官付専門官
参与 三間 圀興大阪大学レーザエネルギー学研究センター長
参与 本島 修自然科学研究機構理事（副機構長）核融合科学研究所長
参与 吉田 善章東京大学大学院教授
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ITER・BA技術推進委員会の活動状況
本フォーラムは、大学、研究機関、産業界などの研究者・技術者並びに各界の

有識者などの参加を広く求め、核融合エネルギーの実現に向けた研究・技術開
発の促進を支援することを目的とされていることから、様々な関係者の議論の上
での意見集約を機動的に図ることができる。

・活動実績
MEXTからの依頼による活動事項）

JT-60SAの概念設計評価（2007年6月）
ITERベースライン文書の評価（実施中）

核融合エネルギーの実現に向けた技術開発戦略の検討（実施中）
核融合研究における人材育成・確保についての意見集約（実施中）

・開催実績
2007年発足より６回の開催
種々のWGの開催（ITER設計評価検討WG 等）

・情報発信
HPによる活動状況の発信

（http://www.naka.jaea.go.jp/fusion-energy-forum/index.html）
核融合ネットワークとの連携 等
核融合シンポジウムの開催（2007年12月19日） 等
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核融合エネルギーフォーラム第２回全体会合

ITER機構発足記念シンポジウムの開催
（2007年12月19日、内幸町ホール）（125名の参加）
講演者とコーディネータ

佐藤文隆：京都大学名誉教授、湯川記念財団理事長

池田 要：ITER機構長

下村安夫：前ITER国際チームリーダー 他
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ITER理事会

ＳＴＡＣ
JA Member

関RIST理事長
伊藤NIFS教授

Science and Technology Advisory 
Committee

プロジェクトの科学技術の側面から評価し、ＩＴＥＲ
理事会へ助言・勧告する。

（各国2名選出、年2回の開催）

ITER設計の国内評価体制について

ＩＴＥＲ機構
Design Reviewの実施

Design Review結果、

作成された新ベースラ
イン文書の評価を依頼

文部科学省

原子力委員会

助言等

核融合エネルギーフォーラム
事務局；JAEA、NIFS

ITER・BA
技術推進委員会
委員長；吉田直亮（九大教授）
委員；関昌弘（RIST理事長）

・学術界・産業界との連携協力
・技術的な諸課題への対応

日本政府

評価結果を
報告

評価を依頼

新ベースライン文書の承認新ベースライン文書の承認

JAJAコメントコメント

報告

科学技術・学術審議会
核融合研究作業部会
座長；飯吉厚夫（中部大学総長）

助言等
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７．人材育成・確保
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審議スケジュール

科学技術・学術審議会 原子力分野の研究開発に関する委員会

核融合研究分野における人材の確保について

平成１９年１０月 第 ９回 ・核融合研究作業部会における今後の審議事項について
（ＩＴＥＲ設計レビュー，産業界との連携，人材育成等）

平成２０年 ２月 第１０回 ・核融合研究分野における人材の確保について

（今後の予定）

第１１回 ・報告書骨子（案）審議

第１２回 ・報告書審議

第１３回 ・報告書とりまとめ （夏頃予定）

核融合研究作業部会
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